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　資産の部
　Ⅰ．固定資産
　　１．有形固定資産
　　　　土地
　　　　建物
　　　　　減価償却累計額
　　　　構築物
　　　　　減価償却累計額
　　　　工具器具備品
　　　　　減価償却累計額
　　　　図書

有形固定資産合計
　　２．無形固定資産
　　　　ソフトウェア

無形固定資産合計
　　３．投資その他の資産
　　　　出資金

投資その他資産合計
　固定資産合計

　Ⅱ．流動資産
　　　　現金及び預金
      　未収学生納付金
　　　　その他未収入金
　　　　たな卸資産

貯蔵品
　　　　前払費用

流動資産合計
　資産合計

　負債の部
　Ⅰ．固定負債
　　　　資産見返負債
　　　　　資産見返運営費交付金等
　　　　　資産見返補助金等
　　　　　資産見返物品受贈額
　　　　長期未払金

固定負債合計
　Ⅱ．流動負債
　　　　前受金
　　　　預り金
　　　　未払金
　　　　未払消費税

流動負債合計
　負債合計

2,960,000,000

93,329,866

2,950,000

貸　借　対　照　表

(平成20年３月３１日）
（単位：円）

勘　　定　　科　　目 金 　　　　　　　額

2,950,000

1,035,686,873

160,983,196

0
98,446,835

△38,791,763

△3,367,826 95,079,009
132,121,629

4,024,118,791

48,581,825
3,248,136

35,270

50,000

2,534,491

1,176,428,271

731,400

2,343,600

165,967,967
71,410

140,741,398

50,000

2,987,999
2,987,999

4,027,156,790

872,759,916

4,193,124,757

131,976,618
515,800

929,453,292 981,283,253
54,403,620

7,517,580
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　Ⅰ．資本金
　　　　　地方公共団体出資金
　

資本金合計
　Ⅱ．資本剰余金
　　　　資本剰余金 －
　　　　損益外減価償却累計額(△)

資本剰余金合計
　Ⅲ．利益剰余金
　　　　当期未処分利益

利益剰余金合計
　資本合計
負債資本合計

2,960,000,000

－

56,696,486

－

4,193,124,757

56,696,486
3,016,696,486

2,960,000,000

　資本の部

下関市出資金

貸　借　対　照　表

(平成20年３月３１日）
（単位：円）

勘　　定　　科　　目 金 　　　　　　　額
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　経常費用
　　業務費
　　　教育経費
　　　研究経費
　　　教育研究支援経費
　　　受託研究費
　　　役員人件費
　　　教員人件費
　　　職員人件費
　　一般管理費
　財務費用
　　支払利息

経常費用合計
　経常収益
　　運営費交付金収益
　　授業料収益
　　入学金収益
　　検定料収益
　　その他受託研究等収益
　　寄付金収益
　　その他業務収益
    資産見返戻入
　　　資産見返運営費交付金戻入
　　　資産見返補助金等戻入
　　　資産見返物品受贈額戻入
　　雑益
　　　財産貸付料収入
　　　その他雑益
　　補助金等収益
　　　国補助金収益
　財務収益
　　受取利息

経常収益合計

　経常利益

　臨時損失
　　その他臨時損失（承継物品費）

　臨時収益
　　その他臨時収益（物品承継益）

　当期純利益
　当期総利益

56,696,486

36,448,293

36,448,293

2,607,993 2,607,993

36,448,293

485,406

36,448,293

1,395,148,784

56,696,486
56,696,486

485,406

242,740

17,883,547

6,890,800

1,338,452,298

143,371,361
1,005,589,717

145,018,500

4,441,124

1,183,833,959
150,177,215

1,127,720
5,830,000

412,580
17,470,967

321,858

6,522,287
46,655

4,441,124

676,785,161
263,576,823

66,101,000

151,719,844
25,502,924
19,204,742
1,085,294

45,959,171

損　益　計　算　書

(平成19年４月１日～平成20年３月３１日）
（単位：円）

勘　　定　　科　　目 金 　　　　　　　額
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　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
投資その他の資産の取得による支出

利息及び配当金の受取額
　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金による収入
短期借入金の返済による支出
ファイナンス・リース債務の返済による支出

利息の支払額
　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
　Ⅳ　資金に係る換算差額
　Ⅴ　資金増加額
　Ⅵ　資金期首残高
　Ⅶ　資金期末残高

人件費支出

キャッシュ・フロー計算書

(平成19年４月１日～平成20年３月３１日）
（単位：円）

金　　　額区　　　　　　　　　　分

△201,935,765原料費、商品又はサービスの購入による支出

143,371,361
1,002,018,900

△937,700,701
△3,424,716

145,018,500
66,101,000

入学金収入
検定料収入

1,127,720
6,199,000

受託研究等収入
補助金等収入

5,830,000
18,010,733

寄付金収入
その他の収入

　　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

1,582,910
246,198,942

預り金の収入
小　　　　　　　　　計

△36,880,247

246,198,942

0
160,983,196

485,406

小　　　　　　　　　計

△50,000
△36,930,247小　　　　　　　　　計

160,983,196

△44,329,781

△48,770,905
△4,441,124

ー　

△44,329,781

△36,444,841

△50,000,000
50,000,000

その他の業務支出
運営費交付金収入
授業料収入

4



　Ⅰ　当期未処分利益
当期総利益

　Ⅱ　利益処分額

利益の処分に関する書類
(平成20年8月18日）

（単位：円）
勘　　定　　科　　目 金 　　　　　　　額

56,696,486
56,696,486

　　　地方独立行政法人法第40条第3項により
       積立金 33,672,246

　　　設立団体の長の承認を受けた額

　　　　教育研究向上・組織運営改善積立金 23,024,240 23,024,240 56,696,486
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　Ⅰ　業務費用
　　（１）　損益計算書上の費用

業務費
一般管理費
財務費用
臨時損失

　　（２）　（控除）自己収入等
授業料収益
入学料収益
検定料収益
その他受託研究等収益
寄附金収益
その他業務収益
資産見返運営費交付金等戻入
資産見返補助金戻入
資産見返物品受贈額戻入
財産貸付料収入
その他雑益
補助金等収益
財務収益

　　　　　業務費用合計

　Ⅱ　損益外減価償却相当額

　Ⅲ　引当外退職給付増加見積額

　Ⅳ　機会費用
　　　国又は地方公共団体財産の無償又は
　　　減額された使用料による賃借取引の
　　　機会費用
　　　地方公共団体出資の機会費用

　Ⅴ　（控除）設立団体納付額

　Ⅵ　行政サービス実施コスト

△ 485,406 △ 1,251,777,423

△ 17,470,967
△ 2,607,993

行政サービス実施コスト計算書

(平成19年４月１日～平成20年３月３１日）
（単位：円）

勘　　定　　科 　目 金 　　　　　　　額

1,183,833,959
150,177,215

4,441,124
36,448,293 1,374,900,591

△ 1,005,589,717
△ 145,018,500
△ 66,101,000
△ 1,127,720
△ 5,830,000

△ 242,740

△ 412,580
△ 6,522,287

123,123,168

－ －

25,283,284

37,740,000 319,830,179
282,090,179

ー

468,236,631

△ 321,858
△ 46,655
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Ⅰ 重要な会計方針 
 
１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

 期間進行基準を採用しています。 
 
２． 減価償却の会計処理方法 
（１） 有形固定資産 
  定額法を採用しています。原則として月割り計算です。 
   耐用年数については，法人税法上の耐用年数を基準としております。 
   主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 
    構築物     5～40 年 
    工具器具備品  2～8 年 
（２） 無形固定資産 
   定額法を採用しています。 
   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年） 
  に基づいて償却しています。 
 

３． 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
役員及び職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、

退職給付に係る引当金は計上していません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方

独立法人行政法人会計基準第８５第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給

付引当金の当期増加額を計上しております。 
 
４． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１） 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引の機会費用の計算方法 
 土地、建物につきましては、下関市財務規則に基づき算出しています。 

（２） 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 
 10 年利付国債の平成 20 年 3 月 31 日の利回りを参考に 1.275％で計算してお

ります。 
 

５． リース取引についての会計処理 
 リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６． 消費税及び地方消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 
Ⅱ 重要な債務負担行為 
   当期に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは、以下のとおりで

す。 
     

(単位：千円) 
契 約 内 容 

契約内容 契約先 
契約年月日 契約金額 

下関市立大学弓道 
場新設工事 

イワモト建設㈱ 平成 20 年３月 10 日 8,400 

 
Ⅲ 財務諸表の表示単位 
   貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益の処分に関する書類、 
  行政サービス実施計算書は円単位、注記事項及び附属明細書は、千円未満切り捨て 
  により表示しております。 



附　属　明　細　書

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８４特定の償却資産の減価に係る会計
処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

（単位：千円）

当期償却額

建物 ー 2,950 ー 2,950 ー ー 2,950

構築物 － 98,446 ー 98,446 3,367 3,367 95,079 注）２

工具器具備品 － 132,121 ー 132,121 38,791 38,791 93,329 注）２

図書 － 872,759 ー 872,759 ー ー 872,759 注）２

計 － 1,106,278 ー 1,106,278 42,159 42,159 1,064,118

建物 － － － － － － －

計 － － － － － － －

土地 2,960,000 － － 2,960,000 － － 2,960,000 注）１

計 2,960,000 － － 2,960,000 － － 2,960,000

土地 2,960,000 ー ー 2,960,000 ー ー 2,960,000 注）１

建物 ー 2,950 ー 2,950 ー ー 2,950

構築物 ー 98,446 ー 98,446 3,367 3,367 95,079 注）２

工具器具備品 ー 132,121 ー 132,121 38,791 38,791 93,329 注）２

図書 ー 872,759 ー 872,759 ー ー 872,759 注）２

計 2,960,000 1,106,278 ー 4,066,278 42,159 42,159 4,024,118

ソフトウェア ー 2,987 ー 2,987 ー ー 2,987

計 ー 2,987 ー 2,987 ー ー 2,987

注）１　期首残高は、現物出資によるものです。

注）２　当期増額のうち、特殊な理由によるものは次のとおりです。
　　　設立団体（下関市）からの無償譲与
　　　　有形固定資産　 　構築物 　84,991千円

　工具器具備品 121,844 千円
　図書 843,404千円

　　　設立団体（下関市）から承継したファイナンス・リース取引
　　　　有形固定資産　 工具器具備品のうちファイナンス・リース分114,265千円

（２）　たな卸資産の明細

その他 払出・振替 その他

注）１　当期増額のうち、特殊な理由によるものは次のとおりです。
　　　設立団体（下関市）からの無償譲与
　　　　たな卸資産　　 貯蔵品 482千円 （切手）

(3) 有価証券の明細  

　（3）－１　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

　（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

447貯蔵品 ー 482 35 注）１

計 ー 482 447 35

（単位：千円）

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要

無形固定資産合計

資産の種類 期首残高 当期増加額

　　有形固定資産
（特定償却資産以外）

摘　　要

　有形固定資産
（特定償却資産）

　非償却資産

有形固定資産
合計

当期減少額 期末残高
減価償却累計額 差引当期末残

高
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西中国信用金庫出資金（配当率年４％）

（4）　長期貸付金

該当事項はありません。

（５）　長期借入金

該当事項はありません。

（６）　引当金の明細

　　（６）－１　引当金の明細

該当事項はありません。

　　（６）－２　貸付金等の対する貸倒引当金の明細

該当事項はありません。

　　（６）－３　退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

（７）　保証債務の明細

該当事項はありません。

（8）資本金及び資本剰余金の明細

資本金 地方公共団体出資 2,960,000 - - 2,960,000 注）１
計 2,960,000 - - 2,960,000

資本剰余金 資本剰余金 - - - -
無償譲与 - - - -

計 - - - -
損益外減価償却累計額（△） - - - -
差引計 - - - -

注）１　設立団体（下関市）からの現物出資によるものです。

（9）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

（10）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

  （10）－１　運営費交付金債務

区　　　　分

合計

期首残高

ー

ー

種類

出資金

当期減
少額

摘要

（単位：千円）

期首残高
当期増
加額

期末残高

（単位：千円）

期末残高

50

50

当期増加額

50

50
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運営費交
付金収益

資産見
返運営
費交付

資本準備 小計

－ 143,371 143,371 － － 143,371 －
－ 143,371 143,371 － － 143,371 －

（10）－２　運営費交付金収益

業務等区分
平成１9
年度交
付分

合　計

93,906 93,906
退職給付業務 49,465 49,465

合　　計 143,371 143,371

（11）地方公共団体等からの財源措置の明細

   （11）－1 施設費の明細

該当事項はありません。

   （11）-2 補助金等の明細

該当事項はありません。

（12）役員及び教職員の給与の明細

（単位；千円、人）
区　　分 報酬又は給与 退職給付

支給額 支給人員 支給額 支給人員
役　員 44,962 3 ― ―

非常勤 996 3 ― ―
計 45,959 6 ― ―

教職員 常勤 824,427 83 49,465 4
非常勤 115,934 90 ― ―

計 940,361 173 49,465 4
合　計 常勤 869,389 86 49,465 4

非常勤 116,931 93 ― ―
計 986,321 179 49,465 4

（注１）　役員に対する報酬等の支給基準
　　　　　公立大学法人下関市立大学役員報酬規程に基づき支給しております。
（注２）　教職員に対する給与の支給基準
　　　　　公立大学法人下関市立大学職員給与規程に基づき支給しております。
（注３）　役員及び教職員の報酬又は給与の支給人員数は、年間平均支給人員数となっております。
（注４）　上記には、法定福利費（130,621千円）が含まれています。

（13）　開示すべきセグメント情報

該当事項はありません。

常勤

(単位：千円）

交付年度 期首残高
交付金
当期交
付額

当期振替額

期末残高

平成１９年度
合計

(単位：千円）

（教育・研究）一般業務
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（14）　業務費及び一般管理費の明細

消耗品費 6,909
備品費 111
印刷製本費 12,427
旅費交通費 8,145
通信運搬費 1,209
賃借料 21,967
修繕費 267
諸会費 1,144
報酬・委託・手数料 19,326
奨学費 50,863
減価償却費 29,274
図書費 62
交際費 9 151,719

消耗品費 3,916
備品費 2,174
印刷製本費 312
旅費交通費 14,613
通信運搬費 71
修繕費 70
諸会費 292
報酬・委託・手数料 676
減価償却費 390
図書費 2,983 25,502

消耗品費 8,636
備品費 193
印刷製本費 432
旅費交通費 108
賃借料 1,925
保守費 3,220
諸会費 49
減価償却費 4,469
図書費 168 19,204

消耗品費 1,057
印刷製本費 27 1,085

役員人件費
     報酬（常勤） 27,672
     報酬（非常勤） 996
    賞与 9,634
    法定福利費 7,655 45,959

常勤教員人件費
    給料 361,903
    賞与 111,979
    退職給付費用 49,465
    法定福利費 85,507 608,855
非常勤教員人件費
    給料 67,929 67,929 676,785

　教員人件費

（単位：千円）

  教育経費

  研究経費

  教育研究支援費

  受託研究費

  役員人件費
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常勤職員人件費
    給料 135,307
    賞与 46,940
    法定福利費 33,324 215,572
非常勤職員人件費
    給料 30,440
    賞与 4,780
    法定福利費 4,133
    賃金 8,650 48,004 263,576

   消耗品費 4,715
   備品費 168
   印刷製本費 377
   水道光熱費 35,702
   旅費交通費 2,606
   通信運搬費 5,219
   賃借料 8,670
   車両燃料費 158
   保守費 19,076
   修繕費 7,817
   損害保険料 274
   広告宣伝費 3,565
   諸会費 1,537
   報酬・委託・手数料 51,038
   租税公課 515
   減価償却費 8,093
   図書費 134
   交際費 218
   雑費 287 150,177

　職員人件費

　 一般管理費
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（１５）　寄附金の明細

高齢者介護施設における入居者にたいするサポートとして

（１６）　受託研究の明細

－
－

（１７）　受託事業等の明細

該当事項はありません。

（１８）　科学研究費補助金の明細

注）　上段（　）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

（19）　上記以外の主な資産、負債、費用、及び収益の明細

　　①現金及び預金

　　②未払金

鯨資料室開設に伴う寄附金

(単位：千円）

区　　分 当期受入 摘要

山口県老年総合研究所 800
日本鯨類研究所 30

期末残高

下関市立大学同窓会 1,000 シンボルマーク等作成費用として
下関市立大学後援会 4,000 弓道場建設の一部として

区　　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益

合　計 5,830

(単位：千円）

1,050

下関商工会議所 － 1,127 1,127
合　計 － 1,127 1,127

1,050

合　　計
(4,550)

4

(単位：千円）

(単位：千円）

項　　目 当期受入 件　　数 摘　　要

基盤研究（Ｃ）
(4,550)

4

区　　分 金　　額 摘　　要

現　　金 27

人件費 38,403 退職金

普通預金 160,955

合　計 160,983

(単位：千円）

区　　分 金　　額 摘　　要

長期未払金 33,316 ファイナンス・リース

委託料 10,391 業務委託

その他 49,865

合　計 131,976
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